
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　本件上告を棄却する。

　　　　　　　　　理　　　　由

　公訴の維持にあたる弁護士渡部直治、同阿部長連名の上告趣意について。

　所論のうち判例違反をいう点は、論旨引用の判例は、事案を異にして本件に適切

ではなく、その余は、事実誤認、単なる法令違反の主張であつて、すべて、適法な

上告理由にあたらない。

　なお、論旨の主要な点は、原判決が、特別公務員職権濫用致傷罪、特別公務員暴

行陵虐致傷罪の訴因について、暴行罪のみの成立を認めたのが誤りであるとするも

のであるが、記録によれば、原判決の認定が誤りであるとするにはあたらない。

　被告人本人の上告趣意について。

　所論は、事実誤認の主張であつて、適法な上告理由にあたらない。

　弁護人神山欣治、同佐藤貫一、同坂田治吉、同林久二、同柴田正治連名の上告趣

意について。

　所論のうち判例違反をいう点は、論旨引用の判例は、事案を異にして本件に適切

ではなく、その余は、単なる法令違反、事実誤認の主張であつて、すべて、適法な

上告理由にあたらない。

　なお、所論第三は、原判決には準起訴手続によつて審判に付された事件において

準起訴事件以外の事実を認定し有罪とした違法があるというものであるが、準起訴

裁判所が、相当な嫌疑のもとに刑訴法二六二条一項に掲げる罪が成立すると判断し

公訴提起すべきものとして審判に付した以上、その後の審理の結果それ以外の罪の

成立が認められるにすぎないことになつたとしても、これが審判に付された事件と

公訴事実の同一性が認められるかぎり、この事実を認定し処断することが許されな

いわけではない。なぜならば、準起訴裁判の制度は、同法二六二条一項に掲げる罪
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が成立する相当な嫌疑があり起訴すべき場合であると認められるのにかかわらず、

検察官が公訴を提起しないことの是正を目的とするものであるから、準起訴裁判所

が、相当な嫌疑のもとに右の罪が成立すると判断し起訴すべき場合であるとして審

判に付した以上、検察官の公訴提起と同じく、その後の訴因の変更、事実認定等に

ついて差異がないと解すべきであるからである。

　よつて、同法四一四条、三八六条一項三号により、本件上告を棄却することとし、

主文のとおり決定する。

　この決定は、裁判官大塚喜一郎の補足意見及び裁判官岡原昌男の反対意見がある

ほか、裁判官全員一致の意見によるものである。

　裁判官大塚喜一郎の補足意見は、次のとおりである。

　私は、多数意見に同調するものであるが、弁護人らの上告趣意中所論第三に対す

る判断について、若干の意見を補足したい。

　公務員の職務執行は、国民の市民的自由・権利に対する抑制的機能をもつことが

多く、もし職務執行にあたる警察官等公務員の所為に職権濫用の疑いがあると認め

られるならば、国民が、告訴・告発により当該警察官等の刑事責任を追及すること

は、当然のなりゆきである。これに対して、捜査当局は、厳正な態度で対処し、検

察官としても、適正公平な検察権の行使により国民の期待に応えるべきであるが、

万一、当該事件が不問に付され不起訴となつた場合、検察官が、警察官等とその職

務上密接な関係にあるため、特殊の扱いをしたのではないかと国民が疑うのも故な

しとしない。準起訴裁判の制度は、検察権の適正な行使を期すると同時に、右のよ

うな国民の疑念を払拭することを目的として設けられたものである。

　ところで、刑訴法二六七条によれば、準起訴裁判所が、請求を理由あるものとし

て、事件を管轄地方裁判所の審判に付する決定をした場合には、その事件につき公

訴提起があつたものとみなされているところ、法が特にこのような公訴提起擬制の
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規定を設けたのは、検察官の公訴提起に代るものとして、検察官の起訴独占主義の

例外を認めた結果である。したがつて、付審判決定がなされた以上、その後の手続

が通常の公判手続により進められるべきことは当然の事理であり、特に、訴因変更・

事実認定について異なる解釈をする理由はない。なんとなれば、準起訴裁判所の付

審判決定は、検察官の公訴提起と同様、審判に付すべき嫌疑があるかどうかという

観点によりなされるものであり、たとえ公判裁判所の事実判断が右決定の判断と異

なることがあつたとしても、付審判決定を違法・無効とすべきでなく、このことは、

検察官の公訴提起の場合と同様であるからである。このことと、準起訴裁判制度の

前記立法趣旨をあわせ考えると、公判審理の結果、審判に付された事件が、同法二

六二条一項に掲げる罪以外の事件であることが判明した場合においても、検察官の

公訴提起があつた場合と同じように、当該事件を審判し処断することができるもの

と解すべきである。

　この点につき反対意見は、右のような場合は、結局付審判の手続が違法・無効と

なるのであつて、同法三三八条四号を準用して、公訴を棄却すべきであるというが、

このような場合であつても、付審判決定が、違法・無効となるものでないことは前

述のとおりであるから、同条項を準用する余地はなく、また、反対意見の援用する

事例は、訴訟条件、公訴権の消滅等に関するものであつて、本件に適切ではない。

　それ故、本件において、原裁判所が暴行罪の認定をし処断したことに所論の違法

はないものと考える。

　裁判官岡原昌男の反対意見は、次のとおりである。

　本件は、Ａ等の請求に基づき、昭和四三年六月一七日仙台地方裁判所において特

別公務員暴行陵虐致傷罪の訴因により審判に付され、第一審裁判所に係属中、特別

公務員職権濫用致傷罪の訴因が追加された事案であるから、原裁判所が本件につき

暴行罪の成立が認められるにすぎないと判断した以上は、刑訴法三三八条四号を準
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用して本件公訴を棄却すべきものであつて、これを有罪として処断することは許さ

れないものと解すべきである。

　そもそも準起訴裁判の制度は、検察官の起訴独占主義に対する唯一の例外であり、

検察官の不起訴処分の是正を目的とするものであるが、これは、同法二六二条一項

に掲げる罪に限つてのものであることは、同条項の文言自体によつて明らかである。

ところで、その事件が右の罪にあたるかいなかは、公訴提起の効果を生ずるにすぎ

ない準起訴裁判所の判断によるものではなく、最も客観的真実に合するものとして

制度的に保障されている公判裁判所の終局的な事実判断によつて決すべきものであ

つて、公判裁判所の終局的な事実判断が、同条項に掲げる罪にあたらないことにな

つた場合は、結局、その事件は、本来準起訴請求の対象となり得なかつた事件であ

り、準起訴裁判所が、これを取り上げ付審判決定をしたのが誤りであつたというこ

とになるのである。このことは、道路交通法違反の事件において、非反則行為とし

て通告手続を経ないで起訴された事実が、公判審理の結果反則行為に該当するもの

と判明した場合には、刑訴法三三八条四号により公訴を棄却すべきものである　（

最高裁昭和四七年（あ）第八九七号同四八年三月一五日第一小法廷判決・刑集二七

巻二号一二八頁参照。）のと同じであり、また、同法三三七条、三三八条の時効完

成の有無、告訴・告発の要否、裁判権の有無等は、すべて、公判裁判所の終局的判

断に基づいて、これを決すべきものとされているのと同様である。したがつて、公

訴提起そのものが、遡つて無効になる場合のありうることは、別段異とするにはあ

たらない。

　この点につき多数意見は、同条項に掲げる罪の相当の嫌疑のもとに審判に付した

以上、これは検察官の公訴提起と同じで、訴因の変更、事実の認定は自由にできる

というが、これは、ひつきよう、右の点の判断を準起訴裁判所の嫌疑によつて律す

ることになつて、この点において誤りであるのみならず、準起訴裁判制度の本来の
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対象とされているところを超えて審判に服せしめることになつて被告人の利益を害

すること著しいものがあり、到底賛同することはできない。

　原判決は、この点において破棄を免れないものと考える。

　　昭和四九年四月一日

　　　　　最高裁判所第二小法廷

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　　小　　　川　　　信　　　雄

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　岡　　　原　　　昌　　　男

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　大　　　塚　　　喜　一　郎

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　　吉　　　田　　　　　　　豊
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